
 
埋設管路は、一体構造管路と継手構造管路に 

分類される。一体構造管路とは、主として溶接 
鋼管、ポリエチレン管を使用した管路で、継手 
構造管路は、主としてダクタイル鋳鉄管、強化 
プラスチック複合管を使用した管を指すが、伸 
縮可とう継手を挿入した溶接鋼管路につても、 
継手構造管路として取り扱う事とする。 
 また、地震時における埋設管の応答は地震の 
変形（ひずみ）に支配されるが、管路自体の応 
答は接合部の特性によるので、耐震設計上は右 
の図に示すように埋設管を分類している。 
 

 
 
 
 

                                                令和 4年 5月記事更新 
                                               （株）SIP システム 
 

－はじめに－  

 

本システムは、土地改良「パイプライン（令和 3年 6 月）」、日本下水道協会「下水道施設設計（2014 年

度版」および日本上水道協会の「水道施設設計指針（2021 年度版）」に準拠した管体縦断方法の地震時（レ

ベル 1・レベル 2）の構造計算を行います。適用管種は、「不とう性管」および「とう性管」に対応し標準

登録されている管種ＤＢから特性値の読込みも可能です。計算範囲としては、「液状化」や「浮上」の検討

および地震時の「マンホールと管きょ」「管きょ継手部」等の検討が可能です。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
1.標準管は「規格管」として「管体 
重量」や「呼径」等の材料特性値 
を管種 DB へ登録済み。 
 

2.標準管以外の各管種の特性値を 
「登録管」として任意に登録が 
可能。  

 
＜定義＞ 
とう性管とは、管体の許容され 
る「たわみ率」が≧３％の管を 
いい、不とう性管は＜３％の管 
としている。 

 

1.管体縦断方向の地震時（レベル 1＆2）の検討が可能 

2.管種は「不とう性管」＆「とう性管」に対応、管種 

は標準 DB（CSV）化されているので編集・登録が可能 

3.検討対象の土層について液状化の判定が可能 

4.管体構造としてマンホールと管きょ接合部及び管き 

ょと管きょ継手部について耐震検討（屈曲角・抜出 

量・ひずみや応力度）が可能 

5. 常時荷重による継手の伸縮量の検討が可能 

6.計算書では、Index の作成や Word 変換が可能 

 

①適用基準 

③適用管種 

 

●農林水産省農村振興局 
土地改良事業計画設計基準 設計「パイプライ 
ン」基準書・技術書（R3/6/30） 

●日本下水道協会 
下水道施設計画・設計指針と解説 前編 2014 
年版 ・耐震計算例（2015 年） 

●日本水道協会 
水道施設設計指針 2012（H24/7） 
 

②設計範囲 

注）本システムでは、地震時の管体の鉛直断面方向の検討は行いません。 
  管体の地震時の鉛直断面強度については「管路構造計算システム」で検討が可能です。 

④耐震設計上の埋設管路の分類 
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⑥耐震検討項目一覧表-1 

⑤要求される耐震性能-1 

⑤要求される耐震性能-2 
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  構造物の基礎地盤の砂質層が、下記の 3 つの条件全てに該当する場合には、地震時に液状化を生じる 

可能性があるので液状化の判定を行う必要がある。としています。 
1）地下水が現地盤面から 10ｍ以内にあり、かつ、現地盤から 20ｍ以内の深さに存在する飽和土層。 
2）細粒分含有率 FC が 35％以下の土層、又は、FC が 35％を超えても塑性指数 Iｐが 15 以下の土層。 

 3）平均粒径Ｄ50 が 10mm 以上で、かつ、10％粒径Ｄ10が 1mm 以下である土層。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑦耐震検討項目一覧表-2 

⑧液状化の判定（検討の必要がある土層） 
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 ・マンホール底面の深度・地盤の傾斜に伴う永久ひずみ・地盤の硬軟急変化部の影響による永久ひずみ 
 
 

 ・地盤の液状化に伴う永久ひずみ 
 
 
 
 ・地盤の液状化に伴う永久ひずみ・マンホールスパン＆本数・地盤の不均一の程度 
 
 
 
 ・重畳係数・管路の可とう継手の長さ・管きょと地盤の摩擦力・降伏ひずみ・地盤の剛性係数 
 
 
 
 ・管周辺の土砂の飽和体積重量 
 
 
 
 ・内圧による継手伸縮量・自動車荷重による継手の伸縮量・温度変化による継手の伸縮量 
 ・不同沈下による継手の伸縮量 
 

 
 

  任意の深さ x における地盤の水平変位振幅は次式で求める。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．マンホールと管きょ接合部、管きょと管きょ接合部共通の指定 

⑨設計条件項目の指定 

２．マンホールと管きょの接合部の指定 

⑪地震時の照査 

３．管きょと管きょの接合部の指定 

４．管きょの管軸方向のひずみ・応力度の指定 

５．地盤の液状化に伴う浮き上がりの検討の指定 

６．常時荷重による継手の伸縮量の指定 
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埋設管路の耐震設計システムの機能と操作画面の概要 
 

「埋設管路の耐震設計システム Ver2.0」の主な機能と操作画面についてご案内しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

適用基準の選択対応 

管材ＤＢから検討管材の指定 
標準的な管材は「規格

管」として DB 登録され

ています。 
また、新規に管種をユ

ーザ登録して「登録管」

として検討管種とする

事も能です。 

登録されている標準管材 DB は 
CSV 化され登録されていますの

で、直接 Excel 等で管材の登録変

更も可能です。 
 DB の管材は、他「管路構造計

算」「スラスト対策工」と共通 DB
としています。 
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埋設管路の検討項目の指定 

許容値の入力 

検討項目毎に設計条件の指定 

検討管種についての設計項目の指定と諸

元の入力指定を行いますが、全ページの

検討項目により、表示（表示・非表示） 

が異なります。 
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検討結果一覧表（画面表示） 

液状化の判定結果表示 

検討結果一覧の示は、検討

項目の指定により表示項

目が異なります。 

印刷出力と印刷プレビュー機
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土地改良事業設計基準・下水道施設の耐震対策指針・水道施設耐震工法指針（縦断方向の埋設管路）        価格 ¥220,000-（税込） 
 

 
 

○土地改良事業計画設計基準 
設計「パイプライン」（R3/6） 

○下水道施設の耐震対策指針 
  （社）日本下水道協会（2014） 
○水道施設耐震工法指針 
 （社）日本水道協会（2009） 

 

 
○不とう性管 ○とう性管 

 
 

○地震時挙動レベル1&2の検討 
○液状化の検討 
○マンホールと管きょ接合部検討 
○管きょ継手部の検討 
○管きょの管軸方向の検討 
○管きょ継手部の伸縮量の計算 
○液状化に伴う浮上がりの検討  

 
  

 
1.本システムは、縦断方向の埋設管路に対する常時及び地震時挙動 
のレベル1地震動・レベル2地震動の検討が可能です。 

2. 管種（とう性管・不とう性管）の特性値は、管種別に登録された 
DBファイルより読み込みが可能な他、管種DBはCSV登録され 
ており直接管種データの登録・編集が可能です。 

3.設計水平震度の算出における標準値は、液状化の判定に用いる場 
合と通常の地震時に適用される場合とで区分けされ、地域別補正 
係数（Cz）を判断し設計水平震度が計算されます。 

4.地盤条件に応じて、地盤のひずみに影響をを与える「地盤の不均 
一度係数（η）」の指定が可能です。 

5.液状化検討の対象となる土層について液状化の判定を行います。 
6.マンホールと管きょ接合部及び管きょと管きょ継手部の検討が可能です。 
7.マンホールと管きょ部および管きょと管きょ部の耐震設計項目として屈曲角 
や抜出量の検討の他、管軸方向のひずみや応力度の検討を行います。 

8.管体部の常時荷重による継手の伸縮量（内圧による場合、上載荷重による場 
 合温度変化による場合、不同沈下による場合）の検討を行います。 
9.計算結果は画面表示され、計算書の印刷は「入力データ印刷」「詳細計算書」「検討結果一覧表」 
について印刷が可能です。また、RTF変換によるWordでの編集・出力も可能です。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

ACCESS （URL）：https://www.sipc.co.jp  （Mail）：mail@sipc.co.jp 

〇基 本ＯＳ   ：Windows8（32bit&64bit）、Windows10&11（64bit） 
〇ハード環境   ：HD容量500MB以上、メモリ容量4GB以上 
〇プロテクト方式 ：HASP（USB）方式、オンライン（IN）方式、ネット認証システム（Lan対応版） 
 

CONTACT（TEL）：072-268-5181（FAX）：072-268-5182 

ご案内 
・本商品に関するご質問、資料請求、見積依頼等につきましては、お電話、メール等

にて弊社「堺事務所」迄お問合わせ下さい。 
・弊社ホームページより各商品概要のリーフレット、出力例等のダウンロードや体験

版プログラムのお申込み等が可能です。 
 

株式会社SIPシステム 
〒591-8002 
大阪府堺市北区北花田町3丁17-24-303（堺事務所） 
TEL：072-268-5181  FAX：072-268-5182  
 

新規購入の場合、別途プロテクト費用が必要です。 
 

Ver2.0 リリース 

https://www.sipc.co.jp
mailto:mail@sipc.co.jp


株式会社 ＳＩＰシステム  URL：https://www.sipc.co.jp  Mail：mail@sipc.co.jp 

＜2026/01 版＞ 

株式会社 ＳＩＰシステム 
Fax No：072-268-5182 

※本注文書は、ユーザー様の弊社DB への登録も兼ねておりますので、貴社ソフトウェアご担当者名の記載をお願い致します。 

SIP ソフトウェア価格表 & 注文書 
※価格は、全て消費税10%を含む「税込価格」で表示しています。                                           

商 品 名 HASP 

タイプ 
本体価格   
（税込） 

オンライン方式 
登録済み／商品 

購入費用（税込） 
 

購 入  
本数 ① 

HASP方式   
HASP購入+商品 
購入費用（税込） 

購 入  
本数② 

構
造
計
算 
 

1 水路設計計算システムVer6.0（偏土圧/地震時 対応版） Ｈs ¥198,000- ¥201,300-  ¥217,800-  
2 集水桝構造計算システムVer5.0 Ｈs ¥209,000- ¥212,300-  ¥228,800-  
3 ＲＣ擁壁設計システムVer4.2 Ｈc(s) ¥198,000- ¥201,300-  ¥217,800-  
4 無筋擁壁設計システムVer5.0 Ｈc(s) ¥198,000- ¥201,300-  ¥217,800-  
5 ボックスカルバート設計システム（+ウイング設計）Ver2.2 Ｈc(s) ¥198,000- ¥201,300-  ¥217,800-  
6 長方形板の計算システムVer3.2 Ｈc(s) ¥110,000- ¥113,300-  ¥129,800-  
7 無圧トンネル構造計算システム Ver1.2 Ｈs ¥110,000- ¥113,300-  ¥129,800-  
8 杭基礎スラブ板の検討システム Ver1.0 Ｈs ¥104,500- ¥107,800-  ¥124,300-  
9 RC水路橋構造計算システムVer1.0 Ｈs ¥110,000- ¥113,300-  ¥129,800-  

た
め
池 

10 洪水吐水理計算システムVer5.0 Ｈs ¥352,000- ¥355,300-  ¥371,800-  
11 堤体の安定計算システム Ver4.4 Ｈc(s) ¥187,000- ¥190,300-  ¥206,800-  
12 地盤の液状化の判定システムVer2.0 Ｈc(s) ¥77,000- ¥80,300-  ¥96,800-  
13 水理計算システム（等流不等流・集排水）Ver2.2 Ｈs ¥187,000- ¥190,300-  ¥206,800-  
14 落差工水理計算システムVer1.2 Ｈs ¥132,000- ¥135,300-    ¥151,800-  

パ
イ
プ
ラ
イ
ン 
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管網計算システムVer3.4（+下記オプション選択可） Ｈs ¥308,000- ¥311,300-        ¥327,800-  
1）ＤＸＦファイルコンバータ Ver1.0（OP） Ｈs ¥110,000- ¥113,300-  ←  
2）管路データCSV入出力システムVer1.0（OP） Ｈs ¥55,000- ¥58,300-  ←  
3）上水道給水量計算システム Ver1.4（OP） Ｈs ¥55,000- ¥58,300-  ←  
4）かんがい用水量集計システム Ver1.2（OP） Ｈs ¥110,000- ¥113,300-  ←  

16 管路構造計算システムVer3.２ Ｈc(s) ¥220,000- ¥223,300-   ¥239,800-  
17 埋設管路の耐震設計システムVer2.0 Ｈc(s) ¥220,000- ¥223,300-  ¥239,800-  
18 スラスト対策工設計システムVer3.0 Ｈc(s) ¥198,000- ¥201,300-  ¥217,800-  

そ
の
他 

19 調節池容量計算システムVer3.2 Ｈs ¥165,000- ¥168,300-  ¥184,800-  

20 固定堰設計計算システムVer3.0 Ｈs ¥165,000- ¥168,300-  ¥184,800-  
積

算 
21 委託業務見積作成システム「あっと委託」Ver4.0 ＠国土交通省 / ＠農林水産省 / ＠上下水道 ＠¥220,000-  

プロ 

テクト 

方式 

① オンライン方式（ＩＮ回線を利用して商品PRG起動） 

② HASP方式からオンライン方式へ移行する商品 

オンライン方式初期登録費用（初回時のみ）￥11,000- ・新規 ・登録済  
オンライン方式へ移行する商品本数（＠￥3,300-） ∑￥   本 

③ HASP方式（HASPでPRG起動/複数商品登録可能） HASP1個に複数の商品を登録する場合は、2本目以降はオンライン方式の商品項目に記載下さい。 

④ ネット認証システム（社内LAN/WAN対応版）  
社内ＬＡＮ対応版（専用HASPで運用/初回時のみ） ￥55,000- 式 

PCサーバ変更による商品コードの再発行（＠￥3,300-） ∑￥  本 

HASP HASP費用（旧HASPや破損等により最新HASPへの交換の場合） 対象：弊社商品保有ユーザー様（R8/1/5価格改定）  ¥19,800- 個   
・弊社ソフトウェアの運用に関し「メンテナンス保守契約」等の費用は不要です。但し、有償VerUpのご案内時（不定期）、最新のVerUp商品へ移行（申込み）頂ければ 

次回の有償VerUｐ時まで、無償でメンテナンス保守（商品に関するお問い合わせや修正プログラムのダウンロード等）を継続して受けられます。 

・プロテクト方式（HASP・オンライン・ネット認証）につきまして、初期登録以降に商品の追加登録や再登録を希望される場合、別途「￥3,300-/本」が必要です。 

  
※ご注文商品をご確認後、必要事項をご記入の上「ＦＡＸ」「メール」等で送信・お申込み下さい。 申込日： 令和  年   月  日 

 
 

御 社 名  ご担当者名    

ご 住 所 〒 所 属  
 

ご連絡先 Tel No.  Mail address   
支払いに関する 

お願い・希望納品日 
お支払いは、注文月末締めの翌月末迄の現金振込みでお願いしております。異なる場合は、貴社支払い条件をご記入下さい。 

貴社支払条件  希望納品日  

備 考  

・堺事務所 〒591-8002 堺市北区北花田町3 丁17-24-303 （お問合せ先）TEL：072-268-5181  FAX：072-268-5182 

注 文 書 
  

https://www.sipc.co.jp
mailto:mail@sipc.co.jp


 
 

埋設管路の耐震設計システム 
Ver2.0 

 
適用基準 

 
○ 土地改良事業計画設計基準：設計「パイプライン」(令和 3 年 6 月版)  
○ 下水道施設の耐震対策指針と解説－2015 年版－ 
○ 水道施設耐震工法指針・解説（2012 年版） 
 

出力例 
 

 

適用基準：土地改良設計基準「パイプライン」 
管材：ダクタイル鋳鉄管φ800（D1、PI 管） 
 
○詳細計算印刷   ○計算結果一覧表 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 開発・販売元 

(株)SIP システム お問合せ先 ：大阪事務所（技術サービス） 
〒542-0081  大阪府大阪市中央区南船場 1-18-24-501 

TEL：06-6125-2232 FAX：06-6125-2233 
http://www.sipc.co.jp   mail@sipc.co.jp 

http://www.sipc.co.jp
mailto:mail@sipc.co.jp
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1   設計条件

1.1   準拠指針

土地改良事業計画設計基準 設計「パイプライン」令和3年版

　　農林水産省 農村振興局

1.2   使用管種

ダクタイル鋳鉄管φ800(D1, PⅠ形)

外径 Dc=812.8 (mm) , 管厚 T=13.5 (mm)

　　　　　　計算管厚 t=T/1.1=13.5/1.1=12.2 (mm)　(t+1≧10mmm,φ800以上より)

　

1.3   管きょの諸値

管きょの重要度　　Ａ種

管きょの継手構造　差し込み継手管きょ (可とう継手あり)

　

管体の単重　　 　　　　  70.0 (kN/m
3

)

モルタルの単重　　 　　  21.0 (kN/m
3

)

管体のヤング係数(短期)　160.00×10
6

 (kN/m
2

)

管体のヤング係数(長期)　160.00×10
6

 (kN/m
2

)

管体のポアソン比  　　 　 0.280

管きょの有効長  　　 　   6.000 (m)

管きょの土被り  　　 　   1.200 (m)

1.4   地盤条件

層　厚
土　質

γ γ' C φ
N値

Fc D50

(m) (kN/m
3

) (kN/m
3

) (kN/m
2

) (度) (%) (mm)

 1  2.500 洪積層
砂質土

15.00  5.00  10.0  5.0  15.0  40.0  0.080

 2  7.500 洪積層
砂質土

17.50  7.50   4.0 20.5  18.0  40.0  0.080

 3  3.000 洪積層
砂質土

19.00  9.00  10.0 24.5  11.0  30.0  0.150

 4  3.000 洪積層
砂質土

19.00  9.00  30.0 10.0  17.0  30.0  0.150

 5  7.000 洪積層
砂質土

20.00 10.00   6.0 30.0  15.0   0.0  0.350

Σ 23.000

地下水位　　　　　　　　　       G.L.-  1.000 (m)

表層地盤の平均せん断弾性波速度  VDS    173.28 (m/s)

基盤のせん断弾性波速度　　　　  VBS    300.00 (m/s)

基盤地震動の速度応答スペクトル S'v      0.900 (m/s)

速度応答スペクトルの最大値　   S'vmax   0.950 (m/s)
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2   設計水平震度

2.1   計算式

液状化の判定に用いる地盤面における設計水平震度は式(1)により求める。

また、レベル1地震動の耐震計算上の基盤面における設計水平震度は式(2)により求める。

ここで、khgL: 液状化の判定に用いる地盤面における設計水平震度

khgL0: 液状化の判定に用いる設計水平震度の標準値

k'h1: レベル1地震動の耐震計算上の基盤面における設計水平震度

k'h01: レベル1地震動の基盤面における基準水平震度 k'h01=0.15

Cz: 地域別補正係数(表2参照)

表1 設計水平震度の標準値 表2 地域別補正係数

地震動 地盤種別 設計水平震度の標準値 khgL0 地域区分 地域別補正係数 Cz

Ⅰ種地盤 0.16 A区分 1.0

レベル1 Ⅱ種地盤 0.20 B区分 0.85

Ⅲ種地盤 0.24 C区分 0.7

Ⅰ種地盤 0.60～0.70

レベル2 Ⅱ種地盤 0.70～0.80

Ⅲ種地盤 0.40～0.60
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2.2   耐震設計上の地盤種別

耐震設計上の地盤種別は地盤の固有周期TGより表3により求める。なお、地盤の固有周期は式(3),(4)
により求める。

ここで、TG: 地盤の固有周期 (sec)

Hi: i番目の土層の厚さ (m)

Vsi: i番目の土層の平均せん断弾性波速度 (m/s)

Ni: i番目の土層の平均N値

表3 耐震設計上の地盤種別

地盤種別 地盤の固有周期 TG (s)

Ⅰ種 TG＜0.2

Ⅱ種 0.2≦TG＜0.6

Ⅲ種 0.6≦TG
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層　厚
土の種類

平均N値
Vsi (m/sec)

Hi/Vsi

Hi (m) Ni (sec)

 1   2.500 洪積層
砂質土

  15.0 123×15.0
0.125

 =  172.55   0.014

 2   7.500 洪積層
砂質土

  18.0 123×18.0
0.125

 =  176.53   0.042

 3   3.000 洪積層
砂質土

  11.0 123×11.0
0.125

 =  165.99   0.018

 4   3.000 洪積層
砂質土

  17.0 123×17.0
0.125

 =  175.27   0.017

 5   7.000 洪積層
砂質土

  15.0 123×15.0
0.125

 =  172.55   0.041

 23.000   0.133

よって、0.2≦TG＜0.6 (sec) であるから Ⅱ種地盤

液状化の判定に用いる設計水平震度の標準値

　　レベル1地震動　khgL0 = 0.15

　　レベル2地震動　khgL0 = 0.70

2.3   地域区分

位置　　鳥取県 鳥取市　(Ａ地域)

地域別補正係数　Cz = 1.00

A地域
B地域

C地域

図2.1 地域区分
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2.4   設計水平震度

液状化の判定に用いる地盤面における設計水平震度

耐震計算上の基盤面における設計水平震度

3   地震動の最大変位振幅
任意の深さzにおける地震動の最大変位振幅は式(5),(6)で求める。

ここで、Uh(z): 深さzにおける最大変位振幅 (m)

z: 地表面からの深さ (m)

H: 地表面から基盤層までの深さ (m)

Sv: 基盤地震動の単位震度当たりの速度応答 (m/s)

スペクトル　(図3.1参照)

S'v: 基盤地震動の速度応答スペクトル (m/s)

(図3.2参照)

K'h1: 耐震設計上の基盤面における設計水平震度 K'h1=0.15

TG: 表層地盤の固有周期 (s)

(式(3)の地盤の固有周期に等しい。)

表層地盤の固有周期 TG(s)

(0.1,0.175)

(0.25,0.57)

(0.5,0.80)

0.7 1 2 30.1 0.2 0.3 0.5 4 5
0.1

0.2

0.3

0.5

震
度

1
.
0
当

た
り
の

速
度
応

答
S
v
(
m
/
s
)

1

図3.1 速度応答スペクトル(レベル1)
表層地盤の固有周期 Ts(s)

(0.1,0.08)

(0.7,1)
(0.7,0.7)

1 2 30.1 0.2 0.3 0.5 5
0.05

0.1

0.2

0.3

0.5

基
盤
地

震
動

の
速
度

応
答

Sv
’

(m
/s)

1

(0.1,0.06)

図3.2 速度応答スペクトル(レベル2)
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速度応答スペクトル

TG =  0.531 (s) より、

レベル1地震動  Sv  = 0.8000 (m/s)

レベル2地震動  S'v = 0.9000 (m/s)

地震動の最大変位振幅

4   地盤振動の波長
地盤振動の波長は式(8)～(10)で求める。

ここで、L: 地盤振動の波長 (m)

VDS: 表層地盤の平均せん断弾性波速度 173.28 (m/s)

VBS: 基盤のせん断弾性波速度 300.00 (m/s)

H: 表層地盤の厚さ 23.000 (m)

TG: 表層地盤の固有周期 0.531 (s)

地盤振動の波長
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5   地盤の液状化の判定

5.1   計算式

液状化を生じる可能性があると判定された場合、式(11)～(21)により液状化に対する抵抗率FLを求
め、この値が1.0以下の土層は地震時に液状化するものとみなす。
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ここで、FL: 液状化に対する抵抗率

R: 動的せん断強度比

L: 地震時せん断応力比

cw: 地震動特性による補正係数

RL: 繰り返し三軸強度比

γd: 地震時せん断応力比の深さ方向の低減係数

khgL: 液状化の判定に用いる地盤面における設計水平震度

σv: 全上載圧 (kN/m
2

)

σ'v: 有効上載圧 (kN/m
2

)

x: 地表面からの深さ (m)

γi1: 地下水位面より浅い位置での土の単位体積重量 (kN/m
3

)

γi2: 地下水位面より深い位置での土の単位体積重量 (kN/m
3

)

γ'i2: 地下水位面より深い位置での土の有効単位体積重量 (kN/m
3

)

hw: 地下水位の深さ (m)

N: 標準貫入試験から得られるN値

N1: 有効上載圧 100kN/m
2

相当に換算したN値

Nα: 粒度の影響を考慮した補正N値

c1, c2: 細粒分含有率によるN値の補正係数

FC: 細粒分含有率 (%)

(粒径75μm 以下の土粒子の通過質量百分率)

D50: 平均粒径 (mm)

5.2   全上載圧

地表面から
全上載圧　σv (kN/m

2

)
の深さ (m)

 1  1.250 15.00×1.250   18.75

 2  6.250 18.75+15.00×1.250+17.50×3.750  103.13

 3 11.500 103.13+17.50×3.750+19.00×1.500  197.25

 4 14.500 197.25+19.00×1.500+19.00×1.500  254.25

 5 19.500 254.25+19.00×1.500+20.00×3.500  352.75
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5.3   有効上載圧

地表面から
有効上載圧　σ'v (kN/m

2

)
の深さ (m)

 1  1.250 15.00×1.000+5.00×0.250   16.25

 2  6.250 16.25+5.00×1.250+7.50×3.750   50.63

 3 11.500 50.63+7.50×3.750+9.00×1.500   92.25

 4 14.500 92.25+9.00×1.500+9.00×1.500  119.25

 5 19.500 119.25+9.00×1.500+10.00×3.500  167.75

　

5.4   タイプⅠ地震動

5.4.1   繰り返し三軸強度比

N
FC D50 σ'v

c1 c2 N1 Nα RL

(%) (mm) (kN/m
2

)

 1    15.0    40.0   0.080   16.25   1.600   1.667  29.565  48.971  14.625

 2    18.0    40.0   0.080   50.63   1.600   1.667  25.368  42.255   5.861

 3    11.0    30.0   0.150   92.25   1.400   1.111  11.525  17.247   0.281

 4    17.0    30.0   0.150  119.25   1.400   1.111  15.271  22.490   0.345

 5    15.0     0.0   0.350  167.75   1.000   0.000  10.726  10.726   0.222

ただし、RL：繰り返し三軸強度比

　

5.4.2   地震時せん断応力比

x
γd khg

σv σ'v

L
(m) (kN/m

2

) (kN/m
2

)

 1   1.250   0.981  0.15   18.75   16.25   0.170

 2   6.250   0.906  0.15  103.13   50.63   0.277

 3  11.500   0.828  0.15  197.25   92.25   0.265

 4  14.500   0.783  0.15  254.25  119.25   0.250

 5  19.500   0.708  0.15  352.75  167.75   0.223

ただし、L：地震時せん断応力比
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5.4.3   液状化に対する抵抗率

RL cw R L FL 判　定 層　厚(m)

 1 14.625  1.000 14.625  0.170 86.115 非液状化層 ----

 2  5.861  1.000  5.861  0.277 21.164 非液状化層 ----

 3  0.281  1.000  0.281  0.265  1.060 非液状化層 ----

 4  0.345  1.000  0.345  0.250  1.379 非液状化層 ----

 5  0.222  1.000  0.222  0.223  0.993 液状化層  7.000

液状化層の合計厚   7.000

ただし、FL：液状化に対する抵抗率

　　　　FL≦1.0なら液状化層、FL＞1.0なら非液状化層

　

5.5   タイプⅡ地震動

5.5.1   繰り返し三軸強度比

N
FC D50 σ'v

c1 c2 N1 Nα RL

(%) (mm) (kN/m
2

)

 1    15.0    40.0   0.080   16.25   1.600   1.667  29.565  48.971  14.625

 2    18.0    40.0   0.080   50.63   1.600   1.667  25.368  42.255   5.861

 3    11.0    30.0   0.150   92.25   1.400   1.111  11.525  17.247   0.281

 4    17.0    30.0   0.150  119.25   1.400   1.111  15.271  22.490   0.345

 5    15.0     0.0   0.350  167.75   1.000   0.000  10.726  10.726   0.222

ただし、RL：繰り返し三軸強度比

　

5.5.2   地震時せん断応力比

x
γd khg

σv σ'v

L
(m) (kN/m

2

) (kN/m
2

)

 1   1.250   0.981  0.70   18.75   16.25   0.793

 2   6.250   0.906  0.70  103.13   50.63   1.292

 3  11.500   0.828  0.70  197.25   92.25   1.239

 4  14.500   0.783  0.70  254.25  119.25   1.168

 5  19.500   0.708  0.70  352.75  167.75   1.041

ただし、L：地震時せん断応力比
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5.5.3   液状化に対する抵抗率

RL cw R L FL 判　定 層　厚(m)

 1 14.625  2.000 29.250  0.793 36.906 非液状化層 ----

 2  5.861  2.000 11.721  1.292  9.070 非液状化層 ----

 3  0.281  1.598  0.449  1.239  0.363 液状化層  3.000

 4  0.345  1.809  0.624  1.168  0.534 液状化層  3.000

 5  0.222  1.401  0.310  1.041  0.298 液状化層  7.000

液状化層の合計厚  13.000

ただし、FL：液状化に対する抵抗率

　　　　FL≦1.0なら液状化層、FL＞1.0なら非液状化層
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6   常時荷重による継手の伸縮量の検討

6.1   内圧による軸方向応力および継手の伸縮量

内圧による軸方向応力は式(23)～(25)で、継手の伸縮量は式(26)で求める。

ここで、σPi : 内圧による軸方向応力 (kN/m
2

)

σPi1: 静水圧による軸方向応力 (kN/m
2

)

σPi2: 水撃圧による軸方向応力 (kN/m
2

)

li  : 内圧による継手の伸縮量 (m)

l   : 管長 6.000 (m)

EL  : 管のヤング係数(長期) 160.00×10
6

(kN/m
2

)

ES  : 管のヤング係数(短期) 160.00×10
6

(kN/m
2

)

ν   : ポアソン比 0.280

P1  : 静水圧 0.25 (kN/m
2

)

P2  : 水撃圧 0.25 (kN/m
2

)

D   : 管外径 0.8128 (m)

t   : 管厚 0.0135 (m)

t0  : 計算管厚 0.0122 (m)

内圧による軸方向応力
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内圧による継手の伸縮量

6.2   自動車荷重による軸方向応力および継手の伸縮量

自動車荷重による軸方向応力は式(27)で、継手の伸縮量は式(28)で求める。

ここで、σP0: 自動車荷重による軸方向応力 (kN/m
2

)

l0 : 自動車荷重による継手の伸縮量 (m)

l  : 管長 6.000 (m)

Wm : 自動車荷重。式(29)で求める。 (kN/m)

kv : 鉛直方向地盤反力係数 7000.00 (kN/m
3

)

ES : 管のヤング係数(短期) 160.00×10
6

(kN/m
2

)

l  : 断面2次モーメント 0.002459 (m
4

)

I = π/64・｛D
4

-(D-2t0)
4

｝

  = π/64×｛0.8128
4

-(0.8128-2×0.0122)
4

｝= 0.002459 (m
4

)

Z  : 断面係数 Z = I/(D/2) = 0.002459/0.4064 = 0.006051 (m
3

)

D  : 管外径 0.8128 (m)

t0 : 設計管厚 0.0122 (m)
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ここで、Wm : 自動車荷重 (kN/m)

Ww : 輪荷重による鉛直荷重 (kN/m
2

)

P  : 進行直角方向単位長さ当たりの後輪荷重 (kN/m)

Pr : 後輪荷重 100.0 (kN)

β : 断面力の低減係数 0.9

h  : 土被り 1.200 (m)

B  : 車両占有幅 2.75 (m)

i  : 衝撃係数(表4参照)

コンクリートまたはアスファルト舗装道路、

土被り1.8m未満より　i=0.3

表4 衝撃係数

土被り (m)

1.8m 未満 1.5m～2.5m未満 2.5m 以上

 未舗装道路 0.4 0.3 0.2

 コンクリートまたはアスファルト舗装 0.3 0.2 0.1

進行直角方向単位長さ当たりの後輪荷重

輪荷重による鉛直荷重

自動車荷重

自動車荷重による軸方向応力
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自動車荷重による継手の伸縮量

6.3   温度変化による継手の伸縮量

温度変化による継手の伸縮量は式(32)で求める。

ここで、lt : 温度変化による継手の伸縮量 (m)

α : 管の線膨張係数 1.15×10
-5

(1/℃)

Δt: 温度変化 15.0 (℃)

l  : 管長 6.000 (m)

6.4   不同沈下による継手の伸縮量

不同沈下による継手の伸縮量は式(33)で求める。

ここで、ld: 不同沈下による継手の伸縮量 (m)

Δl: ld区間における軸心の伸び (m)

Ld: 軟弱地盤区間 50.000 (m)

s : ld/2地点における沈下量 0.200 (m)
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7   マンホールと管きょの接続部の検討

θ

θ

⊿U ⊿U

U 0

U 1
h

H

GL

基盤層

図7.1 マンホールと管きょの接続部の荷重

7.1   地震動による屈曲角および抜出し量

7.1.1   計算式

マンホールと管きょの接続部の継ぎ手の屈曲角はマンホールおよび本管の回転角と同じとして式
(34),(35)で求める(図7.1参照)。

また、地震動による本管のマンホールからの抜出し量は式(36),(37)で求める。

ここで、θ: マンホールおよび本管の回転角(継ぎ手の屈曲角) (rad)

δ: 地震動による本管のマンホールからの抜出し量 (m)

Uh(z): 深さzにおける最大変位振幅。式(5),(6)で求める。 (m)

z: 地表面からの深さ (m)

U0: 地表面における最大変位振幅 (m)

U1: マンホール底面位置における最大変位振幅 (m)

Up: 管きょ中心深度(1.606(m))における最大変位振幅 (m)

h: マンホールの深さ  2.500 (m)

εgd: 地震動により地盤に生じるひずみ

l: 管の有効長  6.000 (m)

L: 地盤振動の波長  116.63 (m)
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7.1.2   レベル1地震動

地表面における最大変位振幅

マンホール底面位置における最大変位振幅

管きょ中心深度における最大変位振幅

地震動により地盤に生じるひずみ

地震動による屈曲角

地震動による抜出し量

7.1.3   レベル2地震動

地表面における最大変位振幅
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マンホール底面位置における最大変位振幅

管きょ中心深度における最大変位振幅

地震動により地盤に生じるひずみ

地震動による屈曲角

地震動による抜出し量

7.2   地盤の液状化に伴う永久ひずみによる抜出し量

地盤の永久ひずみによる本管のマンホールからの抜出し量は式(38)で求める。

ここで、δ: 地盤の永久ひずみによる本管の

マンホールからの抜出し量 (m)

εg: 地盤の永久ひずみ

δ: 管の有効長 6.000 (m)

レベル1地震動  ε g=1.20(%)
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8   管きょ継手部の検討

8.1   地震動による継手の軸方向伸縮量

8.1.1   計算式

本管継手部の地震動による軸方向伸縮量は式(39)～(46)で求める。

ここで、|uj|: 管軸方向継手伸縮量 (m)

uj: 継手変位係数

u0: 無限連続梁とした場合の管軸方向継手伸縮量 (m)

L : 地盤振動の波長 116.6 (m)

L': 地盤振動の見かけの波長 (m)

Uh: 管きょ敷設深度1.606(m)における地盤の最大変位振幅

式(5),(6)で求める (m)

Kg1: 管軸方向の単位長さ当たりの地盤剛性係数 (kN/m
2

)

γt: 表層地盤の換算単位体積重量  γt= ΣγtiHi/ΣHi (kN/m
3

)

VS:
管路位置での表層地盤のせん断弾性
波速度

134.13 (m/s)

C1 : 管軸方向単位長さ当たりの地盤剛性係数に対する定数　C1=1.50

EL : 管材のヤング係数(長期) 160.00×10
6

(kN/m
2

)

A  : 管きょの断面積

A = π/ 4×(0.8128
2

 - 0.7884
2

) = 0.030685 (m
2

)

l: 継手間の長さ 6.000 (m)

η  : 地盤の不均一度係数(表5参照)

均一 のため 1.0
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表5 地盤の不均一度係数η

不均一の程度 η 地盤条件

均　　　一 1.0 洪積地盤、均一な沖積地盤

不　均　一 1.4 層厚の変化がやや激しい沖積地盤、
普通の丘陵宅造地

極めて不均一 2.0 河川流域、おぼれ谷などの非常に不均一な
沖積地盤、大規模な切土・盛土の造成地

(注)洪積地盤であっても平坦でない地形の場合は、不均一な地盤と見なす。

表層地盤の換算単位体積重量

層　厚 単位体積重量 γtiHi

Hi (m) γti (kN/m
3

) (kN/m
2

)

 1  2.500  15.00  37.50

 2  7.500  17.50 131.25

 3  3.000  19.00  57.00

 4  3.000  19.00  57.00

 5  7.000  20.00 140.00

23.000 422.75

管軸方向および管軸直角方向の単位長さ当たりの地盤剛性係数
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継手変位係数

8.1.2   レベル1地震動

管きょ敷設深度における最大変位振幅

無限連続梁とした場合の管軸方向継手伸縮量

管軸方向継手伸縮量

継手の伸縮量合計

抜出し量 (mm)

 内圧による継手の伸縮量   0.00

 自動車荷重による継手の伸縮量   0.44

 温度変化による継手の伸縮量   1.04

 不同沈下による継手の伸縮量   0.80

 地震動による継手の伸縮量   2.00

 合　　　計   4.28

　

8.1.3   レベル2地震動

管きょ敷設深度における最大変位振幅

無限連続梁とした場合の管軸方向継手伸縮量

管軸方向継手伸縮量
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継手の伸縮量合計

抜出し量 (mm)

 内圧による継手の伸縮量   0.00

 自動車荷重による継手の伸縮量   0.44

 温度変化による継手の伸縮量   1.04

 不同沈下による継手の伸縮量   0.80

 地震動による継手の伸縮量  15.03

 合　　　計  17.30

　

8.2   地震動による継手の屈曲角

8.2.1   計算式

本管継手部の地震動による屈曲角は式(47)で求める。

ここで、θ: 地震動による継手の屈曲角 (rad)

l: 継手間の長さ 6.000 (m)

L : 地盤振動の波長 116.6 (m)

Uh: 管きょ敷設深度1.606(m)における地盤の最大変位振幅 (m)

式(5),(6)で求める

η  : 地盤の不均一度係数(表5参照)

均一 のため 1.0

8.2.2   レベル1地震動

管きょ敷設深度における最大変位振幅

地震動による継手の屈曲角

8.2.3   レベル2地震動

管きょ敷設深度における最大変位振幅
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地震動による継手の屈曲角

8.3   液状化に伴う地盤の沈下による屈曲角と抜出し量

8.3.1   計算式

地盤の液状化に伴う地盤沈下による屈曲角は、マンホール間の沈下状況を図8.1のように2次曲線で近
似し、式(48)で求める。また、液状化に伴う地盤沈下による抜出し量は式(49)で求める。

沈下量：h

マンホールスパン：L

θ

θ θ θ
2

θ
2
3 θ

2
5

θ2
n-1

図8.1 地盤の沈下による屈曲角

ここで、θ: 継ぎ手の屈曲角 (rad)

δs・max: 最大抜出し量 (m)

h: 液状化に伴う地盤沈下量 (m)

液状化層の合計厚の5%とする。

L: マンホールスパン 20.000 (m)

l: 管の有効長 6.000 (m)

n: マンホールスパンの管きょ本
数

8 (本)
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8.3.2   レベル1地震動

液状化層の合計厚　　　　 7.000(m)

液状化に伴う地盤沈下量　h =  7.000×0.05 = 0.350(m)

液状化に伴う地盤の沈下による屈曲角

液状化に伴う地盤の沈下による抜出し量

8.4   地盤の硬軟急変化部通過の影響による抜出し量

推進工法により敷設された管きょが地盤の硬軟急変化部を通過する場合、地盤の永久ひずみによる管
きょ継手部の抜出し量は式(50)で求める。

ここで、δ: 硬軟境界部に生じるひずみによる

管きょ継手部の抜出し量 (m)

εgd2: 硬軟境界部に生じるひずみ

δ: 管の有効長 6.000 (m)

レベル1地震動  ε gd2=0.50(%)

レベル2地震動  ε g=0.50(%)
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9   管きょの管軸方向の検討

9.1   管きょの軸方向応力度

9.1.1   計算式

管軸方向断面引張応力度は式(51)～(54)で照査する。

ここで、σX: 可とう継手から管軸方向に距離 x(m) の位置における軸方向

力と曲げ方向応力の合成応力 (kN/m
2

)

σL: 管きょの軸方向応力 (kN/m
2

)

レベル1地震動のとき式(52)で求める

レベル2地震動のとき式(52),式(53)で求めた値の大きいほうを用いる

σB: 管きょの曲げ方向応力 (kN/m
2

)

Uh: 管きょ敷設深度における最大変位振幅。式(5),(6)で求める。 (m)

z : 管きょ敷設深度   1.606 (m)

L : 地盤振動の波長   116.6 (m)

EL: 管きょの弾性係数 (長期) 160.00×10
6

(kN/m
2

)

D : 管の外径  0.813 (m)

A  : 管きょの断面積

A = π/ 4×(0.8128
2

 - 0.7884
2

) = 0.030685 (m
2

)

l: 管長 6.000 (m)

τ: 管きょと地盤の摩擦力 10.00 (kN/m
2

)

γ : 重畳係数 γ=2.00 (レベル1地震動)

　　　　 γ=1.00 (レベル2地震動)

α1: 管軸方向の地盤変位の伝達係数。式(55)で求める。

α2: 管軸直角方向の地盤変位の伝達係数。式(55)で求める。

η : 地盤の不均一度係数(表5参照)  均一 のため

ξ2: 管きょの可とう継手がある場合の応力補正係数。式(60)で求める。
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9.1.2   地盤変位の伝達係数

管軸方向および管軸直角方向の地盤変位の伝達係数は式(55)～(58)で照査する。

ここで、L' : 地盤振動の見かけの波長 (m)

EL : 管きょの弾性係数(長期) 160.00×10
6

(kN/m
2

)

A  : 管きょの断面積　　A = π/ 4×(0.8128
2

 - 0.7884
2

) =0.03068  (m
2

)

I  : 管きょの断面2次モーメント

I = π/64×(0.8128
4

 - 0.7884
4

) =0.00246 (m
4

)

Kg1: 管軸方向の単位長さ当たりの地盤剛性係数 (kN/m
2

)

Kg2: 管軸直角方向の単位長さ当たりの地盤剛性係数 (kN/m
2

)

γt: 表層地盤の換算単位体積重量  γt= ΣγtiHi/ΣHi (kN/m
3

)

層　厚 単位体積重量 γtiHi

Hi (m) γti (kN/m
3

) (kN/m
2

)

 1  2.500  15.00  37.50

 2  7.500  17.50 131.25

 3  3.000  19.00  57.00

 4  3.000  19.00  57.00

 5  7.000  20.00 140.00

23.000 422.75

g  : 重力の加速度 9.8 (N/s
2

)

VS: 管路位置での表層地盤のせん断弾性波速度 134.13 (m/s)

C1 : 管軸方向単位長さ当たりの地盤剛性係数に対する定数　　 C1=1.50

C2 : 管軸直角方向単位長さ当たりの地盤剛性係数に対する定数 C2=3.00
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管軸方向および管軸直角方向の単位長さ当たりの地盤剛性係数

管軸方向および管軸直角方向の地盤変位の伝達係数

9.1.3   管きょの応力補正係数

管きょの可とう継手がある場合の応力補正係数は式(59),(60)で求める。

ここで、l: 管路の可とう継手間の長さ 6.000 (m)

x: 応力度算出位置。可とう継手間の中央とする。

6.000 / 2 = 3.000 (m)

φ1～φ4: 式(61)～(64)で求める。
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管きょの可とう継手がある場合の応力補正係数

9.1.4   レベル1地震動

管きょ中心深度における最大変位振幅

管きょの軸方向応力
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管きょの曲げ方向応力

軸方向力と曲げ方向応力の合成応力

合計応力

軸方向応力 (N/mm
2

)

 内圧による軸方向応力    0.00

 自動車荷重による軸方向応力   11.77

 地震動による軸方向応力    3.71

 合　　　計   15.48

9.1.5   レベル2地震動

管きょ中心深度における最大変位振幅

管きょの軸方向応力

管きょの曲げ方向応力



35

軸方向力と曲げ方向応力の合成応力

合計応力

軸方向応力 (N/mm
2

)

 内圧による軸方向応力    0.00

 自動車荷重による軸方向応力   11.77

 地震動による軸方向応力   20.75

 合　　　計   32.52

10   地盤の液状化に伴う浮上がりに対する検討

10.1   計算式

浮上がりに対する安全率は式(65),(66)で求める。

ここで、Fs: 浮上がりに対する安全率

WB: 管の自重

WB = π/4×[0.813
2

-(0.813-2×0.012)
2

]×70.000 = 2.148 (kN/m)

Qs: 非液状化層のせん断抵抗力 (kN/m)

ti: 管より上にあるi番目の非液状化層の層厚 (m)

τsi: 管より上にあるi番目の非液状化層のせん断抵抗力 (kN/m)

K0: 静止土圧係数 K0 = 0.5

σ'vi: 浮上がり検討における各層中央での有効上載圧 (kN/m
2

)

φsi: 非液状化層の内部摩擦角 (度)

Csi: 非液状化層の粘着力 (kN/m
2

)

V0: 管の単位長さ当たり体積

WB = π/4×0.813
2

 = 0.519 (m
3

/m)

γs: 管周辺の土砂の飽和体積重量 18.00 (kN/m
3

)

10.2   レベル1地震動

10.2.1   有効上載圧

地表面から
有効上載圧　σ'v (kN/m

2

)
の深さ (m)

 1  0.600 5.00×0.600    3.00
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10.2.2   非液状化層のせん断抵抗力

ti φi Ci σvi FL tiK0σvitanφi tiCi

(m) (度) (kN/m
2

) (kN/m
2

) (kN/m) (kN/m)

 1  1.200   5.00  10.00   3.00 86.115    0.16   12.00

合計    0.16   12.00

10.2.3   浮上がりに対する安全率
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1   表題
パイプライン　継手構造管きょ

2   設計条件

2.1   適用基準と重要度

適用基準　　土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 　　設計「パイプライン」令和3年版

重要度区分　Ａ種

設計範囲　　常時の検討　　　　　　する

　　　　　　レベル１地震動の検討　する

　　　　　　レベル２地震動の検討　する

2.2   表層地盤の特性値

層　厚
土　質

γ γ' C φ
N値

Fc D50

(m) (kN/m
3

) (kN/m
3

) (kN/m
2

) (度) (%) (mm)

 1  2.500 洪積層
砂質土

15.00  5.00  10.0  5.0  15.0  40.0  0.080

 2  7.500 洪積層
砂質土

17.50  7.50   4.0 20.5  18.0  40.0  0.080

 3  3.000 洪積層
砂質土

19.00  9.00  10.0 24.5  11.0  30.0  0.150

 4  3.000 洪積層
砂質土

19.00  9.00  30.0 10.0  17.0  30.0  0.150

 5  7.000 洪積層
砂質土

20.00 10.00   6.0 30.0  15.0   0.0  0.350

Σ 23.000

地下水位　G.L.-1.000 (m)

表層地盤の平均せん断弾性波速度 VDS     173.28 (m/s)

基盤のせん断弾性波速度　　　　 VBS     300.00 (m/s)

基盤地震動の速度応答スペクトル S'v      0.900 (m/s)

速度応答スペクトルの最大値　   S'vmax   0.950 (m/s)



3

2.3   水平震度

位置　　鳥取県 鳥取市

地域別補正係数　Cz 1.00

液状化の判定に用いる地盤面における設計水平震度標準値

　　レベル1地震動　khgL0 = 0.15

　　レベル2地震動　khgL0 = 0.70

基盤盤面における設計水平震度標準値

　　レベル1地震動　k'h01 = 0.15

3   使用管種
ダクタイル鋳鉄管φ800(D1, PⅠ形)

　　管厚   13.5 (mm)

　　外径  812.8 (mm) , 内径  785.8 (mm)

　　モルタルライニング なし

管体の単重　　　　     
 

 70.0 (kN/m
3

)

モルタルの単重　　　   
 

 21.0 (kN/m
3

)

管体のヤング係数　　160.0×10
6

 (kN/m
2

)

管体のポアソン比　　   
 

0.280　

管体の許容応力度　　 
 

 189.00 (N/mm
2

)

管きょの継手構造　差し込み継手管きょ

　　　　　　　　　可とう継手あり

管きょの有効長　　　　
 

 6.000 (m)

管きょの土被り　　　　
 

 1.200 (m)

管路位置での表層地盤のせん断弾性波速度 134.13 (m/s)

4   検討項目の選択

4.1   常　時

単位 検討項目 許容値

内圧による継手伸縮量 (mm) ○ 10.0

自動車荷重による継手伸縮量 (mm) ○ 10.0

温度変化による継手伸縮量 (mm) ○ 10.0

不同沈下による継手伸縮量 (mm) ○ 10.0
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4.2   地震時

単位
検討項目 許容値

レベル1 レベル2 レベル1 レベル2

地盤の液状化の判定 ○ ○ --- ---

マンホールと管きょの接合部

　地震動による屈曲角 (度)
○ ○

5.0 5.0

　地震動による抜出量 (mm) 10.0 10.0

　地盤の液状化に伴う永久ひずみによる抜出し量 (mm) ○ 10.0 ---

　地盤の傾斜に伴う永久ひずみによる抜出し量 (mm) --- ---

　地盤の硬軟急変化部通過の影響による抜出し量 (mm) --- ---

管きょと管きょの接合部

　地震時における継手の屈曲角 (度)
○ ○

5.0 5.0

　地震時における継手の伸縮量 (mm) 10.0 10.0

　地盤の液状化に伴う永久ひずみによる抜出し量 (mm) --- ---

　地盤の液状化に伴う地盤の沈下による屈曲角 (度)
○

5.0 ---

　地盤の液状化に伴う地盤の沈下による抜出し量 (mm) 10.0 ---

　地盤の傾斜に伴う永久ひずみによる抜出し量 (mm) --- ---

　地盤の硬軟急変化部通過の影響による抜出し量 (mm) ○ ○ 30.0 30.0

　浅層不整形地盤の影響による抜出し量 (mm) --- ---

管きょの管軸方向のひずみ (%) --- ---

管きょの管軸方向の応力度 (N/mm
2

) ○ ○ 283.50 283.50

地盤の液状化に伴う浮上がりの検討(安全率) ○ 1.0 ---

5   管路の諸値

5.1   マンホールと管きょの接合部, 管きょと管きょの接合部共通

マンホール底面の深度　　　      2.500 (m)

地盤の傾斜に伴う永久ひずみ (%)

レベル1地震時  ----　,　レベル2地震時  ----

地盤の硬軟急変化部通過の影響による永久ひずみ (%)

レベル1地震時  0.50　,　レベル2地震時  0.50

5.2   マンホールと管きょの接合部

管きょの位置　内陸部の液状化地盤　(護岸より100m以上)

地盤の液状化に伴う永久ひずみ (%)

レベル1地震時  ----　,　レベル2地震時  ----
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5.3   管きょと管きょの接合部

地盤の液状化に伴う永久ひずみ (%)

レベル1地震時  ----　,　レベル2地震時  ----

マンホールスパン　　　　　     20.000 (m)

マンホールスパンの管きょ本数        8 (本)

地盤の不均一の程度　　　　　　均一

5.4   管きょの管軸方向の応力度

重畳係数　　　　　レベル1地震時  2.00

　　　　　　　　　レベル2地震時  1.00

管路の可とう継手間の長さ　      6.000 (m)

管きょと地盤の摩擦力　　　　    10.00 (kN/m
2

)

管体の降伏ひずみ　　　　　　    ----- (%)

地盤の剛性係数に対する係数 C1    1.50

　　　　　　　　　　　　　 C2    3.00

5.5   地盤の液状化に伴う浮上がりの検討

管周辺の土砂の飽和体積重量      18.00 (kN/m
3

)

5.6   常時荷重による継手の伸縮量

5.6.1   内圧による継手の伸縮量

静　水　圧　　　　　　　　      0.250 (kN/m
2

)

水　撃　圧　　　　　　　　      0.250 (kN/m
2

)

5.6.2   自動車荷重による継手の伸縮量

自動車荷重：T-25

鉛直方向地盤反力係数　　　    7000.00 (kN/m
3

)

舗装： コンクリートまたはアスファルト舗装道路

5.6.3   温度変化による継手の伸縮量

線膨張係数　　　　　　　　      1.150 ×10
-5

温度変化　　　　　　　　　         15 (℃)

5.6.4   不同沈下による継手の伸縮量

軟弱地盤区間　　　　　　　     50.000 (m)

軟弱地盤区間中央における沈下量  0.200 (m)


